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ア 医療機関への勤務環境改善支援 

 

センターによる支援スキームは、大きく次の 5 つに整理される。 

① 「特別支援」：支援がより効果的に行われるよう、特定の医療機関に対し毎月 1 回程度訪問

し、年間を通じて支援を行う。勤改センターによる支援を希望しており、解決すべき課題が

あって、かつ取り組む意欲のあるもので、勤改センターの支援による改善向上が期待できる

医療機関を対象とし、北海道労働局が選定する。 

② 「医療機関全体にわたる総合的な取組の支援」（以下、「全体支援という」。）：医療機関全体

で勤務環境改善に取組む意思のある医療機関が対象。 

③ 「医療機関の一部の部門や個別の課題における取組の支援」（以下、「部門支援」）とい

う。）：一部の部門や個別の課題をターゲットにして勤務環境改善の取組をスタートさせる医

療機関が対象。 

④ 「導入研修の開催」（以下、「導入研修」という。）：具体的な取組が決まっていない医療機関

に出向き、課題を整理の上、勤務環境改善計画の策定を後押しする。 

⑤ 「勤務環境改善計画策定後のフォローアップ」（以下、フォローアップという。）：②③の支

援を受け、ある程度自主的に運用できるようになった医療機関に対し、院内フィードバック

の方法や取組推進にかかる課題に対するアドバイスを行う。 

 

（ア）個別支援業務 

（1）支援実施医療機関 

令和 5 年にセンターが支援を実施した医療機関は 406 機関であった。個別支援業務を実施

した 165 医療機関のうち、「特別支援」は 6 機関、「部門支援」が 149 機関、「導入研修」が 10

機関であった。 

主な支援対象は、特例水準等（B、連携 B、C-1）の指定を予定している医療機関や、宿日

直許可を取得しようとしている医療機関となっている。 

 

1） 支援対象医療機関 

 

 

 

 

医療機関数 割合 医療機関数 割合

（ア）個別支援業務（小計） 165 40.6% 182 54.2%

特別支援 (6) (1.5%) (3) (0.9%)

全体支援 (0) (0.0%) (0) (0.0%)

部門支援 (149) (36.7%) (160) (47.6%)

導入研修 (10) (2.5%) (13) (3.9%)

フォローアップ (0) (0.0%) (6) (1.8%)

（イ）相談対応業務 327 80.5% 300 89.3%

（ウ）利用勧奨業務 155 38.2% 80 23.8%

406 － 336 －

令和5年度 令和4年度

対象医療機関

支援方法
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（2）支援スキーム別の支援回数およびアドバイザー活動延べ人数 

支援スキーム別の支援回数は「特別支援」が 36 回、「部門支援」が 312 回、「導入研修」が

11 回であった。 

アドバイザー活動延べ人数は「特別支援」が延べ 45 人、部門支援が延べ 325 人、「導入研

修」が延べ 11 人であった。 
 

1）支援回数 

 

 

2）アドバイザーの活動延べ人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

回数 割合 回数 割合

（ア）個別支援業務（小計） 359 16.2% 324 23.5%

特別支援 (36) (1.6%) (22) (1.6%)

全体支援 (0) (0.0%) (0) (0.0%)

部門支援 (312) (14.1%) (252) (18.3%)

導入研修 (11) (0.5%) (22) (1.6%)

フォローアップ (0) (0.0%) (28) (2.0%)

（イ）相談対応業務 1,701 76.8% 973 70.7%

（ウ） 155 7.0% 80 5.8%

2,215 100.0% 1,377 100.0%

支援方法
令和5年度

合計

令和4年度

利用勧奨業務

延べ人数 割合 延べ人数 割合 延べ人数 割合

（ア）個別支援業務 381 17.0% 4 40.0% 377 16.9%

特別支援 (45) (2.0%) (0) (0.0%) (45) (2.0%)

全体支援 (0) (0.0%) (0) (0.0%) (0) (0.0%)

部門支援 (325) (14.5%) (1) (10.0%) (324) (14.5%)

導入研修 (11) (0.5%) (3) (30.0%) (8) (0.4%)

フォローアップ (0) (0.0%) (0) (0.0%) (0) (0.0%)

（イ）相談対応業務 1,709 76.1% 6 60.0% 1,703 76.1%

（ウ）利用勧奨業務 157 7.0% 0 0.0% 157 7.0%

2,247 100.0% 10 100.0% 2,237 100.0%

医療労務管理
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

合計

合計
医業経営
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
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（3）二次医療圏別支援活動の状況 

二次医療圏別の活動状況をみると、最も多かったのは札幌で 160 医療機関であった。次い

で上川中部が 32 医療機関、北網が 23 医療機関、南渡島が 22 医療機関、となっている。 

 

1）二次医療圏別支援活動の状況（医療機関数） 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）個別支援業務

NO.
二次医療

圏
(市町村数)

特別
支援

全体
支援

部門
支援

導入
研修

ﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟ

1
南渡島
(9)

0 0 8 0 0 18 9 22

2
南檜山
(5）

0 0 2 0 0 2 2 3

3

北渡島
檜山
(4)

0 0 3 0 0 4 2 5

4
札幌
(8)

3 0 65 1 0 137 54 160

5
後志
(20)

0 0 1 0 0 12 8 16

6
南空知
(9)

0 0 5 0 0 10 5 12

7
中空知
(10)

0 0 10 0 0 15 6 16

8
北空知
(5)

0 0 3 0 0 4 2 4

9
西胆振
(6)

0 0 3 0 0 11 4 14

10
東胆振
(5)

0 0 5 0 0 10 5 13

11
日高
(7)

0 0 1 1 0 4 5 7

12

上川
中部
(10)

1 0 9 0 0 22 16 32

13

上川
北部
(8)

1 0 2 0 0 6 0 6

(イ)
相談
対応

(ウ)
利用
勧奨

全体
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（ア）個別支援業務

NO.
二次医療

圏
(市町村数)

特別
支援

全体
支援

部門
支援

導入
研修

ﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟ

14
富良野
(5)

0 0 2 0 0 4 3 5

15
留萌
(8)

0 0 0 0 0 5 4 6

16
宗谷
(10)

1 0 1 0 0 3 5 7

17
北網
(10)

0 0 12 1 0 22 5 23

18
遠紋
(8)

0 0 4 0 0 6 1 7

19
十勝
(19)

0 0 4 0 0 13 8 17

20
釧路
(8)

0 0 4 0 0 10 10 15

21
根室
(5)

0 0 5 0 0 5 1 5

その他 0 0 0 7 0 4 0 11

6 0 149 10 0 327 155 406合計

(イ)
相談
対応

(ウ)
利用
勧奨

全体
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（イ）相談対応業務 

令和 5 年度 12 月末時点での相談対応業務の相談件数は、総計 1,280 件であった。相談内容をみ

ると、「医師の働き方改革に関する相談」が 1,213 件で最も多く、次いで「個別支援に関する相談」

が 45 件であった。 
 

（1）相談対応回数 

月 
令和 5 年 令和 4 年  

月 
令和 5 年 令和 4 年 

回数 回数 回数 回数 

4 月 136 29 10 月 151 56 

5 月 137 45 11 月 135 79 

6 月 158 74 12 月 143 106 

7 月 167 100 1 月 150 96 

8 月 123 68 2 月 148 123 

9 月 130 82 3 月 123 115 

合計 1,701 973 

 

相談対応回数の年度比較 
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（2）主な相談内容 

主な相談内容 件数 割合 

1.医師の働き方改革に関する相談 1,611 94.7% 

 ・宿日直許可申請関連 (1145) (67.3%) 

・評価センター・評価項目について (138) (8.1%) 

・時間外労働上限規制、特例水準等について (79) (4.6%) 

・労働時間管理、労働時間の考え方について (91) (5.3%) 

・追加的健康確保措置について (64) (3.8%) 

・賃金、手当等の考え方について (26) (1.5%) 

・医師の労働時間短縮計画について (19) (1.1%) 

・医師の 36協定について (27) (1.6%) 

・裁量労働制、フレックス、変形労働制等について (11) (0.6%) 

・その他の医師の働き方改革関連 (11) (0.6%) 

2.個別支援に関する相談 47 2.8% 

 ・個別支援の問合せ・申込み (39) (2.3%) 

・講師派遣の問合せ・申込み (8) (0.5%) 

3.労務管理に関する相談 20 1.2% 

 ・休業について  (4) (0.2%) 

・雇用契約書、労働条件変更など (3) (0.2%) 

・３６協定の書き方 (2) (0.1%) 

・非常勤職員取扱規程 (2) (0.1%) 

・配置転換 (2) (0.1%) 

・年次有給休暇 (2) (0.1%) 

・兼業、副業 (1) (0.1%) 

・在籍型出向について (1) (0.1%) 

・無期転換ルール (1) (0.1%) 

・振替、時間外の考え方 (1) (0.1%) 

・休憩時間について (1) (0.1%) 

4.その他 23 1.4% 

 ・補助金について (5) (0.3%) 

・診療報酬について (5) (0.3%) 

・医師の働き方改革アンケート調査について (4) (0.2%) 

・セミナーについて (3) (0.2%) 

・状況把握 (2) (0.1%) 

・看護師の働き方について (1) (0.1%) 

・学会への寄稿について (1) (0.1%) 

・厚労省発行のリーフレットについて (1) (0.1%) 

・労働環境改善について (1) (0.1%) 

合計 1,701 100.0% 
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（ウ）利用勧奨業務 

令和 5 年度は以下の 8 つの要件に該当する医療機関を抽出し、センターを利用していない医療機関を対象

に利用勧奨を行った。要件に該当し抽出された医療機関であっても、既にセンターを利用している、過去の

調査や状況確認でセンターの支援は不要と判断できる医療機関については、対象から除外した。 

 

ⅰ 令和 4 年度に実施した準備状況調査、その他都道府県が独自に行った調査において、各種に取組を講じ

た上でも令和 6 年 4 月の時点において年間 1，860 時間超の時間外・休日労働の医師が存在する見込み

であると回答した医療機関 

 

ⅱ 令和 4 年度に実施した準備状況調査において、調査時点で時間外・休日労働時間が 1，860 時間超の医

師が存在すると回答した医療機関 

 

ⅲ 直近の医師の働き方改革に関する調査において、960 時間超の医師が存在すると回答した医療機関及び、

960 時間超の医師が存在すると回答していないが、地域医療の観点から必須とされる機能を担う医療機

関など特例水準の指定を要すると都道府県が想定する医療機関 

 

ⅳ 令和 4 年度に実施した準備状況調査において、宿日直許可申請に関して以下の回答をした医療機関 

 

ⅴ 令和 3 年度実施「医師の働き方に関するアンケート調査」及び令和 4 年度実施「準備状況調査」に無回

答で、都道府県による状況把握ができていない医療機関のうち、地域医療の観点から必須とされる機能

を担う医療機関 

 

ⅵ 令和 3 年度実施「医師の働き方に関するアンケート調査」及び令和 4 年度実施「準備状況調査」に無回

答で、都道府県による状況把握ができていない医療機関（ⅴを除く） 

 

ⅶ 過去に支援を行った先について、支援後の状況把握と更なる利用勧奨を講ずる医療機関 

 

ⅷ 過去に相談や支援の実績がない医療機関、その他、利用勧奨が必要かつ効果的であると考えられる医療

機関 
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（1）アプローチ結果 

 

 
  ※センターの支援が不要と思われる医療機関（長時間労働の医師が居ない、宿日直許可取得済み、 顧問社労士や 

コンサルと進めている等） 

 

（2）センターの利用意向 

 利用勧奨対象のうち、コンタクトが取れた訪問 14 件、電話 141 件、計 155 件が対象。 

 
※センターの支援が不要と思われる医療機関（長時間労働の医師が居ない、宿日直許可取得済み、 顧問社労士や 

コンサルと進めている等） 

  

ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ ⅴ ⅵ ⅶ ⅷ リスト外 計

　利用勧奨対象 2 6 23 4 1 0 3 119 2 160

訪問 (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (12) (2) (14)

電話 (2) (5) (23) (4) (0) (0) (3) (104) (0) (141)

連絡つかず (0) (1) (0) (0) (1) (0) (0) (3) (0) (5)

　利用勧奨対象外 3 10 47 1 0 2 48 39 0 150

不要(支援中) (1) (2) (35) (1) (0) (2) (30) (14) (0) (85)

不要(相談あり) (2) (4) (2) (0) (0) (0) (4) (14) (0) (26)

不要※ (0) (4) (10) (0) (0) (0) (14) (11) (0) (39)

計 5 16 70 5 1 2 51 158 2 310

支援希望

必要に

なったら

連絡くれる

支援希望

せず
不要※ 計

訪問 14 0 0 0 14

電話 22 19 8 92 141

計 36 19 8 92 155
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（3）二次医療圏別 利用勧奨実績 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

訪問 電話

1 南渡島 1 8 9

2 南檜山 0 2 2

3 北渡島檜山 0 2 2

4 札幌 4 50 54

5 後志 1 7 8

6 南空知 0 5 5

7 中空知 0 6 6

8 北空知 1 1 2

9 西胆振 0 4 4

10 東胆振 0 5 5

11 日高 0 5 5

12 上川中部 2 14 16

13 上川北部 0 0 0

14 富良野 0 3 3

15 留萌 0 4 4

16 宗谷 0 5 5

17 北網 2 3 5

18 遠紋 0 1 1

19 十勝 1 7 8

20 釧路 2 8 10

21 根室 0 1 1

14 141 155

No. 二次医療圏
手法

合計

合計
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イ 北海道の医療機関における医師の働き方改革に向けた基礎調査 

 

道内医療機関における労務管理の状況、長時間労働にある医師の把握、特例水準指定への準備状況などを

把握し、病院のニーズに即した具体的な支援策の検討・実行につなげるため、北海道の医療機関全体の勤務

環境改善にかかる取組の現状把握・課題整理を目的として、道内医療機関を対象としたアンケート調査を実

施した。前年度実施した調査と比較可能な項目設定とし、各医療機関の取組進捗状況を確認するとともに、

「医師労働時間短縮計画案」の策定が必要な医療機関、策定を希望する医療機関を把握し、支援に繋げた。 

 
（1）調査概要 

項目 内容 

調査対象 ・北海道内の病院、有床診療所 

（病院 535 機関、有床診療所 339 機関 合計 874 機関） 

調査期間 令和 5 年 5 月～令和 5 年 6 月 

調査件数 ・病院 315 機関、有床診療所 148 機関 合計 464 機関 

調査方法 ・郵送調査として実施した。 

・回収率の向上を目的として、北海道によるかがみ文を封入した。調

査票発送後 1 週間程度を目途に「督促はがき」を送付して、可能な

限り回収率を高めるよう努めた。 

 

 

（2）調査結果（抜粋）  

 
 1）回答状況 

 
 
 2）回答内容 

問 1 設置主体 

 
 

 

 

 

 

全体 病院 有床診

発送数 874 535 339

回収数 464 316 148

無効票 8 1 7

有効票 456 315 141

回収率 52.2% 58.9% 41.6%

全体 病院
n=312

診療所
n=140件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 456 100.0% 315 100.0% 141 100.0%

1 北海道・市町村 87 19.1% 63 20.0% 24 17.0%

2 独立行政法人・地方独立行政法人 9 2.0% 9 2.9% 0 0.0%

3 日本赤十字社 7 1.5% 7 2.2% 0 0.0%

4 厚生連 9 2.0% 9 2.9% 0 0.0%

5 済生会 1 0.2% 1 0.3% 0 0.0%

6 公益法人・医療法人・社会福祉法人 305 66.9% 214 67.9% 91 64.5%

7 国立大学法人・私立学校法人 3 0.7% 3 1.0% 0 0.0%

8 健康保険組合・共済組合 2 0.4% 2 0.6% 0 0.0%

9 会社・個人 23 5.0% 4 1.3% 19 13.5%

10 その他 10 2.2% 3 1.0% 7 5.0%

11 無回答 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
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問 2 病院・診療所の別 

 
 

問 5 派遣医について 
（1）大学病院や中核病院等から、外来・手術応援・宿日直業務等を担う医師の派遣を受けているか 

 
 

（2） （1）で「1 医師の派遣を受けている」と回答した医療機関について 

 ②派遣医師の自院における労働時間の実績を把握しているか 

 
 

問 6 医師の労働時間の把握について 

（1）医師の労働時間を客観的な方法で把握しているか 

 
 

  

全体 病院 診療所

件 割合 件 割合 件 割合

合計 456 100.0 315 100.0 141 100.0

1 病院（病床数100床未満） 107 23.5 107 34.0 0 0.0

2 病院（病床数100床以上200床未満） 122 26.8 122 38.7 0 0.0

3 病院（病床数200床以上500床未満） 70 15.4 70 22.2 0 0.0

4 病院（病床数500床以上） 16 3.5 16 5.1 0 0.0

5 有床診療所 141 30.9 0 0.0 141 100.0

6 無回答 0 0.0 0 0.0 0 0.0

全体 病院
n=315

診療所
n=141件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 456 100.0% 315 100.0% 141 100.0%

1 医師の派遣を受けている 319 70.0% 266 84.4% 53 37.6%

2 医師の派遣は受けていない 124 27.2% 43 13.7% 81 57.4%

3 無回答 13 2.9% 6 1.9% 7 5.0%

全体 病院
n=266

診療所
n=53件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 319 100.0% 266 100.0% 53 100.0%

1 自院における派遣医師の労働時間の実績を把握している 268 84.0% 221 83.1% 47 88.7%

2 自院における派遣医師の労働時間の実績を把握していない 38 11.9% 34 12.8% 4 7.5%

3 その他 8 2.5% 6 2.3% 2 3.8%

4 無回答 5 1.6% 5 1.9% 0 0.0%

【その他の主な内容】

●病院

・医師当直日誌の記載内容にて把握

・宿日直許可申請のため電子カルテログ等から把握の作業中

・宿日直業務における実労働時間については把握していない

●診療所

・宅直で依頼している

全体 病院
n=315

診療所
n=141件 割合 件 割合 件 割合

合計 456 100.0% 315 100.0% 141 100.0%

1 245 53.7% 189 60.0% 56 39.7%

2 42 17.1% 36 19.0% 6 10.7%

3 91 20.0% 56 17.8% 35 24.8%

4 15 3.3% 13 4.1% 2 1.4%

5 49 10.7% 16 5.1% 33 23.4%

6 無回答 14 3.1% 5 1.6% 9 6.4%

客観的ではない方法（自己申告など）により、医師の労働時間を把
握している

医師の労働時間は把握していないが、客観的な時間管理方法の導入
を検討している

医師の労働時間を把握しておらず、客観的な時間管理方法の導入を
検討していない

すべての勤務医について、客観的な方法により労働時間を把握して
いる

一部の医師について、客観的な方法により労働時間を把握している
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（2） （1）で「客観的な方法により労働時間を把握している」と回答した医療機関 

 どのような方法で医師の労働時間を把握しているか 

 
 
問 8 宿日直について 

（1）宿直または日直の業務を行っているか 

 
 

（2） （1）で「宿直または日直の業務（いずれか、または両方）を行っていると」回答した医療機関 

①宿直または日直を行っている医師の中に、他の医療機関から派遣されている医師はいるか（複数回答） 

 
 

  

全体 病院
n=225

診療所
n=62件 割合 件 割合 件 割合

合計 287 100.0% 225 100.0% 62 100.0%

1 ICカード、タイムカード等（機器等による管理） 191 66.6% 169 75.1% 22 35.5%

2 上司の確認（第三者による管理） 55 19.2% 31 13.8% 24 38.7%

3 その他 36 12.5% 22 9.8% 14 22.6%

4 無回答 5 1.7% 3 1.3% 2 3.2%

【その他の主な内容】

●病院

・出勤簿、勤務表など（16件）

・事務部門での把握(2件）等

●診療所

・出勤簿、勤務表など（4件）

・医師の人数が少なく把握しやすい 等

全体 病院
n=315

診療所
n=141件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 456 100.0% 315 100.0% 141 100.0%

1 宿直または日直の業務（いずれか、または両方）を行っている 342 75.0% 300 95.2% 42 29.8%

2 宿日直業務を行っていない 102 22.4% 11 3.5% 91 64.5%

3 無回答 12 2.6% 4 1.3% 8 5.7%

全体 病院
n=300

診療所
n=42件 ％ 件 ％ 件 ％

全体 342 - 300 - 42 -

1 北海道大学から派遣されている医師がいる 106 31.0% 104 34.7% 2 4.8%

2 旭川医科大学から派遣されている医師がいる 51 14.9% 46 15.3% 5 11.9%

3 札幌医科大学から派遣されている医師がいる 101 29.5% 92 30.7% 9 21.4%

4 上記3医育大学以外の医療機関から派遣されている医師がいる 139 40.6% 122 40.7% 17 40.5%

5 宿直・日直を行っている派遣医はいない 69 20.2% 52 17.3% 17 40.5%
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②「宿日直許可」を申請し、労働基準監督署から許可を得ているか【病院】 

 

 

③「宿日直許可を得ている（許可書がある）」と回答した医療機関 

ア）宿日直許可を得たのはいつか 

 
 
  

全体

北海道大
学から派
遣されて
いる医師
がいる

旭川医科
大学から
派遣され
ている医
師がいる

札幌医科
大学から
派遣され
ている医
師がいる

その他医
療機関か
ら派遣さ
れている
医師がい
る

宿直・日
直業務を
行ってい
る派遣医
はいない

300 104 46 92 122 52

34.7% 15.3% 30.7% 40.7% 17.3%

118 43 15 36 49 21

36.4% 12.7% 30.5% 41.5% 17.8%

30 12 4 11 11 5

0.0% 13.3% 36.7% 36.7% 16.7%

25 16 4 4 12 2

64.0% 16.0% 16.0% 48.0% 8.0%

92 24 21 31 37 15

26.1% 22.8% 33.7% 40.2% 16.3%

25 4 1 8 7 9

16.0% 4.0% 32.0% 28.0% 36.0%

7 3 1 2 5 0

42.9% 14.3% 28.6% 71.4% 0.0%

1 1 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2 1 0 0 1 0

50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0%

7 その他

8 無回答

4 宿日直許可申請に向けた準備中

5 宿日直許可申請をしていない

6
宿日直許可申請の所在が分からない(許可を得ているか
わからない)

1
すべての宿直または日直の業務について、宿日直許可を
得ている(許可書がある)

2
一部の宿直または日直の業務(一部の病棟のみ、一部の
診療科のみ、一部の時間帯のみ等)について宿日直許可
を得ている(許可書がある)

3 宿日直許可を申請中(まだ許可を得られていない)

合計

全体 病院
n=313

診療所
n=139件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 154 100.0% 148 100.0% 6 100.0%

1 昭和40年代以前（～1974年） 8 5.2% 7 4.7% 1 16.7%

2 昭和50年代（1975～1894年） 6 3.9% 6 4.1% 0 0.0%

3 昭和60年代（1985～1988年） 3 1.9% 3 2.0% 0 0.0%

4 平成元～9年（1989～1997年） 4 2.6% 4 2.7% 0 0.0%

5 平成10年代（1998～2007年） 6 3.9% 6 4.1% 0 0.0%

6 平成20年代・平成30年（2008～2018年） 4 2.6% 4 2.7% 0 0.0%

7 令和元年（2019年） 2 1.3% 2 1.4% 0 0.0%

8 令和2年（2020年） 8 5.2% 8 5.4% 0 0.0%

9 令和3年（2021年） 10 6.5% 10 6.8% 0 0.0%

10 令和4年（2022年） 44 28.6% 41 27.7% 3 50.0%

11 令和5年（2023年） 54 675.0% 52 35.1% 2 33.3%

12 無回答 5 3.2% 5 3.4% 0 0.0%
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⑥「宿日直許可を申請していない」と回答した医療機関、または「いつ頃申請できるかわからない」と回答し

た医療機関 

許可申請をしていない・いつ頃申請できるかわからない理由（複数回答） 

 
 

⑦「宿日直許可を申請する必要がない」と回答した医療機関 

宿日直許可を申請する必要がない理由 

 
 

⑧医師の当直明けの勤務について、連続勤務時間制限、勤務間インターバル規制を踏まえた勤務体制の検討を

しているか 

 
 

  

全体 病院
n=42件 ％ 件 ％ 件 ％

全体 64 - 42 - 22 -

1 宿日直の回数が許可基準で示された限度を超えている 13 20.3% 12 28.6% 1 4.5%

2 救急患者の診療など、通常勤務と同態様の業務が頻繁に発生する 6 9.4% 6 14.3% 0 0.0%

3 宿日直中に十分な睡眠が可能な設備がない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

4 十分な宿日直手当を支払うことができない 1 1.6% 1 2.4% 0 0.0%

5 宿日直許可申請の手続きがわからない 12 18.8% 8 19.0% 4 18.2%

6 宿日直許可を申請する必要がない 20 31.3% 6 14.3% 14 63.6%

7 その他 9 14.1% 7 16.7% 2 9.1%

【その他の主な内容】

●病院

・検討中(3件）

・必要性があるか判断できない

診療所

全体 病院
n=6

診療所
n=14件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 20 100.0% 6 100.0% 14 100.0%

1 管理監督者の医師しかいない 4 20.0% 0 0.0% 4 28.6%

2 交代制勤務(夜勤)にしている 1 5.0% 0 0.0% 1 7.1%

3 宿直免除の申請をしている 3 15.0% 3 50.0% 0 0.0%

4 有床診療所で宿直業務がないため 3 15.0% 0 0.0% 3 21.4%

5 その他 3 15.0% 0 0.0% 3 21.4%

6 無回答 6 30.0% 3 50.0% 3 21.4%

【その他の主な内容】

●診療所

・宅直で依頼しているため

全体 病院
n=300

診療所
n=42件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 342 100.0% 300 100.0% 42 100.0%

1 検討している・すでに実施している 119 34.8% 113 37.7% 6 14.3%

2 検討していない 170 49.7% 141 47.0% 29 69.0%

3 無回答 53 15.5% 46 15.3% 7 16.7%
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問 10 医師の時間外労働の実態について 

（1）令和 5 年 3 月 31 日時点で在籍していた常勤医師の 1 年間の時間外労働時間について 

①令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日までの 1 年間で、年間の時間外・休日労働時間が 960 時間を超えて

いる常勤医師が 1 人以上いたか 

 ※他院での労働時間は通算しない 

 ※宿日直許可を受けていない場合、労働時間として通算 

 ※研鑽の時間は、自院の取扱いに沿って労働時間に該当するかを判断 

 
 

②「いる」と回答した医療機関 

960 時間を超える医師のうち、年間の時間外・休日労働時間が 1,860 時間を超える医師が 1 人以上いるか 

 
 

③「いない」と回答した医療機関 

他院での労働時間を通算した場合に、年間の時間外・休日労働時間が 960 時間を超える医師は 1 人以上いるか 

 
 

  

全体 病院
n=315

診療所
n=141件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 456 100.0% 315 100.0% 141 100.0%

1 いる 55 12.1% 49 15.6% 6 4.3%

2 いない 362 79.4% 245 77.8% 117 83.0%

3 わからない 24 5.3% 18 5.7% 6 4.3%

4 無回答 15 3.3% 3 1.0% 12 8.5%

全体 病院
n=49

診療所
n=6件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 55 100.0% 49 100.0% 6 100.0%

1 いる 13 23.6% 11 22.4% 2 33.3%

2 いない 42 76.4% 38 77.6% 4 66.7%

3 わからない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

4 無回答 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

全体 病院
n=245

診療所
n=117件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 362 100.0% 245 100.0% 117 100.0%

1 いる 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

2 いない 322 89.0% 216 88.2% 106 90.6%

3 わからない 37 10.2% 28 11.4% 9 7.7%

4 無回答 3 0.8% 1 0.4% 2 1.7%
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ウ 北海道の病院における医師の宿日直許可申請 進捗状況確認（電話による状況確認） 

 

令和 5 年度は医師の働き方改革に関する調査を勤改センターと北海道がそれぞれ 1 回ずつ実施した。勤

改センターは 5～6 月にかけて「北海道の医療機関における医師の働き方改革に向けた基礎調査」を実施し

た。、その後、国からの要請があり北海道が 11 月に「医師の働き方改革の施行に向けた準備状況調査」を実

施した。 

2 回の調査のどちらにも未回答で宿日直許可の取得状況が不明だった病院と、回答はしているものの、ま

だ宿日直許可を申請していない（準備中）と回答した病院などに対し、電話による状況確認を行った。また、

センターでは病院の実態に応じて宿日直許可申請に向けた具体的な助言を行っていることを伝え、希望する

病院には訪問、電話などによる個別支援を行った。 

 

（ア）勤改センターが把握した北海道内における病院の宿日直許可取得状況（令和 6 年 5 月 20 日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）申請できず（許可基準を満たせない）となっている 2 件について 

 

 

 

 

 

 

（ウ）現時点で手付かずとなっている 5 件について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容 件数 割合 

許可取得済み 450 84.4% 

申請中(結果待ち) 11 2.1% 

準備中（センター個別支援、相談対応中） 6 1.1% 

準備中（自院で対応／年度内に申請目途が立っている） 7 1.3% 

申請できず（許可基準を満たせない） 2 0.4% 

申請不要（宿直免除、オンコール等) 47 8.8% 

現時点で手付かず 5 0.9% 

連絡付かず（センターへの対応拒否等） 5 0.9% 

合計 533 100.0% 

理由 件数 

回数が多い 1 

労働密度が高い 1 

 2 

理由 件数 

同一法人内の別病院の申請を先に行うため 1 

対象医師がフリーランスのため急いでいない 1 

忙しいため 1 

担当者が変わって内容を把握していない 1 

必要かどうか調べてみて検討する 1 

 5 
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エ 特定労務管理対象機関の指定に係る支援 

 

 2024 年 4 月から医師の時間外・休日労働の上限規制が始まるにあたり、時間外・休日労働が年間

960 時間を超える医師がいる医療機関は、都道府県から「特定労務管理対象機関」の指定を受ける必

要がある。指定にかかる申請期限は第 1 回が 2023 年 6 月 30 日、第 2 回が同年 9 月 29 日、第 3 回が

同年 11 月 30 日、第 4 回が 1 月 31 日とされた。センターでは自己評価項目の一つ一つに対し、取組

状況の記載内容や添付すべき根拠資料について細かな助言を行い、最終締め切りの第 4 回までに申請

が間に合うよう、指定申請を予定していた 20 機関中、13 機関に対し支援を行った。 

 

特定労務管理対象機関について（2024 年 5 月 20 日現在） 

NO. 医療機関名 開設主体 
二次医療

圏域 
水準 進捗状況 

センターに

よる支援 

1 A 病院 市町村 南渡島 B 評価取得済み R6 年度申請 ○ 

2 B 病院 国 札幌 B、連 B 道へ申請済み（第 3 回〆切） ○ 

3 C 病院 都道府県 札幌 B 道へ申請済み（第 3 回〆切） ○ 

4 D 病院 市町村 札幌 B 道へ申請済み（第 3 回〆切） ○ 

5 E 病院 公益法人 札幌 B 道へ申請済み（第 4 回〆切） ○ 

6 F 病院 医療法人 札幌 B、C-1 道へ申請済み（第 3 回〆切） 自力 

7 G 病院 医療法人 札幌 B、C-1 道へ申請済み（第 2 回〆切） 自力 

8 H 病院 医療法人 札幌 B 評価取得済み R6 年度申請 ○ 

9 I 病院 市町村 中空知 B、C-1 道へ申請済み（第 3 回〆切） ○ 

10 J 病院 医療法人 西胆振 B 道へ申請済み（第 3 回〆切） ○ 

11 K 病院 国 上川中部 B、連 B 道へ申請済み（第 3 回〆切） 自力 

12 L 病院 市町村 上川中部 B 道へ申請済み（第 4 回〆切） ○ 

13 M 病院 市町村 上川北部 B、C-1 道へ申請済み（第 3 回〆切） ○ 

14 N 病院 市町村 宗谷 B、C-1 評価取得済み R6 年度申請 ○ 

15 O 病院 日赤 北網 B 評価受審したが A 水準を選択 ○ 

16 P 病院 厚生連 十勝 B 道へ申請済み（第 3 回〆切） 自力 

17 Q 病院 国 釧路 B 道へ申請済み（第 3 回〆切） 自力 

18 R 病院 市町村 釧路 B 道へ申請済み（第 3 回〆切） ○ 

19 S 病院 日赤 釧路 B 道へ申請済み（第 4 回〆切） 自力 

20 T 病院 医療法人 釧路 B 評価取得済み R6 年度申請 自力 
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オ 研修会・セミナーの開催状況 

 

 医療勤務環境改善に向け、医療機関関係者の理解を深めるため、北海道労働局・北海道・北海道医

師会と連携し研修会を開催した。 

また、北海道内の医療機関が積極的に勤務環境改善に取組めるよう、地域の関係団体と連携し、セ

ミナーを開催した。 

 

（ア）研修会 

 
（1）医師の働き方改革「特定労務管理対象機関」の指定申請手続きと追加的健康確保措置 

  

特定労務管理対象機関」の指定を受ける予定の医療機関に対し、北海道による指定にかかる

手続きやスケジュールについてや、「連続勤務時間制限」「勤務間インターバルの確保」「代償

休息の付与」「面接指導と就業上の措置」など追加的健康確保措置について周知する研修会を

実施した。 

  

会場 
参加者内訳 

医療機関数 人数 

来場 2 7 

ＷＥＢ 9 10 

合計 11 17 
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（2）医師の働き方改革全道セミナー 

  

A 水準、B 水準、連携 B 水準、C-1 水準、C-2 水準のそれぞれが準備すべきポイントについ

て説明するとともに、医師の時間外労働上限規制にかかる 36 協定、宿日直許可、自己研鑽等

について、北海道および北海道労働局より行政説明を行った。 

また、会場後方に相談ブースを設け、セミナー終了後に希望者に対し個別相談対応を行った。 

 

【開 催 場 所】 札幌市、小樽市、岩見沢市、滝川市、旭川市、名寄市、帯広市、釧路市、北

見市、苫小牧市、室蘭市、函館市の 12 ヵ所、計 14 回 

（札幌市のみ 2 回開催） 

【開 催 日】 令和 5 年 6 月 28 日（水）～8 月 31 日（木） 

各会場 14：30～15：30 

【開 催 方 法】 来場（札幌会場のみ、来場・ＷＥＢのハイブリット型）   

【対   象】 病院・診療所の事務長、労務管理担当者、医師等   

 

1）参加人数 

会場 

参加 相談 

ブース 

利用 

人数 職種 

WEB 来場 医師 事務職 その他 

札幌 6/28  32 13 6 25 14 1 

岩見沢 7/5  9 1 5 3 1 

滝川 7/7   14 0 11 3 1 

札幌 7/11 17 14 9 8 14 3 

旭川 7/13  14 2 9 3 2 

小樽 7/19   3 0 2 1 0 

釧路 7/28  2 0 1 1 0 

帯広 8/1  7 0 6 1 0 

北見 8/3  4 0 3 1 1 

室蘭 8/21  6 0 5 1 0 

函館 8/24  12 2 6 4 2 

苫小牧 8/25  4 0 3 1 0 

名寄 8/30  2 0 1 1 0 

札幌 8/31 16 6 4 10 8 0 

合計 65 110 24 95 56 11 

 

2）相談ブースの主な相談内容 

・特例水準の指定に係る相談 4 件 

・宿日直許可に係る相談   3 件 

・労務管理に関する相談   4 件 
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（3）医師の働き方改革への対応セミナー（北海道医師会主催） 

  

「医師の働き方が実装する中での地域医療」と題し、元厚生労働事務次官の吉田学氏を招い

て講演を行う。シンポジウムでは、働き方改革における適切な労務管理や 36協定の締結と届

出について、北海道労働局および社会保険労務士より説明を行った。 

 

【開 催 場 所】 札幌プリンスホテル国際館パミール 

【開 催 日】 令和 5 年 2 月 3 日（土）15：30～18：00 

【開 催 方 法】 来場、ＷＥＢのハイブリット型   

【対   象】 病院開設者、病院長、管理者、勤務医等   

 

1）参加人数 

 参加人数 

来場 144 

ＷＥＢ 45 

計 189 

 

 
 

  

（4）医療機関における「医師の働き方改革」実践事例報告セミナー 

 

 今年度、センターからの支援を受けて勤務環境改善に取組んだ医療機関の中から、「医師の

働き方改革」の視点から、2023年度の取組として、宿日直許可取得や、評価センターの受審

から都道府県の指定申請までの取組事例と、2024 年度以降の労働時間短縮にかかる取組に向

けて、AIや RPA などを使った取組事例を紹介し、医療機関の主的な取組推進のきっかけとす

ることを目的とした。 

開催方法は、来場および WEB による参加（ハイブリット型）とした。 
 

【開 催 場 所】TKP ビジネスセンター赤レンガ前ホール 5C（札幌市内） 

【開 催 日】 令和 6 年 2 月 10 日（土）14：00～16：00 

【開 催 方 法】 来場、ＷＥＢのハイブリット型  

【対   象】 病院・診療所の事務長、労務管理担当者、医師等  

 

1）参加人数 

会場 
参加者内訳 

医療機関数 人数 

来場 6 
25 

(うち関係者6名) 

ＷＥＢ 45 
54 

(うち関係者0名) 

合計 51 79 
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（イ）関係団体との連携研修 
 

（1）北海道医師会 

日程 場所 参加人数 内容・テーマ等 

9 月 6 日（水） 旭川市 20 名 診療圏分析と医療経営戦略 

10 月 26 日（木） 室蘭市 60 名 
ホスピタリティと傾聴トレーニン

グ 
 

（2）北海道看護協会 

日程 場所 参加人数 内容・テーマ等 

8 月 5 日（土） 
WEB 開催 

（上川南支部） 
105 名 

就業継続可能な職場づくり ～

個々の多様性を認め合う労働環境

を目指して～ 

10 月 28 日（土） 
WEB 開催 

（十勝支部） 
27 名 

コロナ禍を経ての看護職のストレ

スマネジメント 

10 月 28 日（土） 
WEB 開催 

（根室支部） 
18 名 

世代間ギャップを埋めるコミュニ

ケーション研修 
 

  （3）全国自治体病院協議会北海道支部  

日程 場所 参加人数 内容・テーマ等 

4 月 28 日（金） 札幌市 135 名 医師の働き方改革ついて 
 

（4）JA 北海道厚生連栄養士会 

日程 場所 参加人数 内容・テーマ等 

4 月 15 日（土） WEB 配信 27 名 
働き続けるために知っておきたい
社会制度  

 


